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建築基準法施行規則及び建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令

の一部を改正する省令案について

１．背景

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第９７条の４の規定に基づく、国土交通大

臣が行う構造方法等の認定等に係る手数料の額については、建築基準法施行規則（昭和

２５年建設省令第４０号）第１１条の２の３において定められているところである。

今般、エレベーターの安全に係る技術基準を見直し、戸開走行保護装置等の安全装置

（ 「 」 。）の設置を義務付けした建築基準法施行令の一部を改正する政令 以下 改正令 という

、 、が平成２０年９月１９日に公布されたところであるが 当該安全装置の構造については

国土交通大臣の認定（以下「大臣認定」という ）を受けたもの等を用いなければなら。

ないこととされているため、当該安全装置の構造に係る大臣認定のための審査に必要な

評価の手数料額を新たに定める等の改正を行う必要がある。

．概要２

（１）建築基準法施行規則の一部改正

① 確認申請書の添付書類（第１条の３第４項の表１及び表２並びに第３条第１項の

表２及び表３関係）

建築確認申請に係る建築物等の計画に、大臣認定を受けた「戸開走行保護装置」

及び「地震時等管制運転装置」を有するエレベーターを含む場合にあっては、当該

認定書の写しを添えるものとする。また、その他所要の改正を行う。

② 構造方法等の認定に係る手数料（別表第２関係）

「戸開走行保護装置」及び「地震時等管制運転装置」の構造について、大臣認定

を受ける場合に必要となる評価の手数料の額を、それぞれ７０万円、３０万円とす

る。

建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令の一部改正（２）

指定性能評価機関に係る指定の区分（第５９条第２０号関係）

指定性能評価機関に係る指定の区分のうち、昇降機に係る指定の区分に 「戸開、

走行保護装置」及び「地震時等管制運転装置」の大臣認定に係る性能評価を追加す

る。

（３）施行期日（附則関係）

この省令は、改正令の施行日にかんがみ、平成２１年９月２８日から施行すること

とする。

３．今後のスケジュール（予定）

公 布 平成２０年１１月中旬

施 行 平成２１年 ９月２８日


